
　　　　　　　主　　　文

一　被告らは原告に対し、各自二九八六万四八五〇円及びこれに対する昭和五四年
四月一日から支払済みまで年五分の割合による金員を支払え。
二　訴訟費用は被告らの連帯負担とする。
三　この判決は一項に限り仮に執行することができる。

　　　　　　　事　　　実

第一　当事者の求めた裁判
一　請求の趣旨
１　主文一項と同旨
２　訴訟費用は被告らの負担とする。
３　仮執行宣言
二　請求の趣旨に対する答弁
１　原告の請求をいずれも棄却する。
２　訴訟費用は原告の負担とする。
第二　当事者の主張
一　請求原因
１　当事者
　原告は、日本国有鉄道（以下「国鉄」という。）の動力車に関係ある者約四万七
〇〇〇名（昭和五三年当時）で組織する労働組合であり、その中央組織として中央
本部があり、下部組織として全国に二九の地方本部及び二八三の支部などを設ける
全国的な規模を有する単一組合である。
　被告らは、いずれも原告の組合員であつた者であり、昭和五三年八月から同五四
年三月二〇日までの間、国鉄千葉鉄道管理局内の原告の組合員をもつて組織される
原告千葉地方本部（以下「千葉地本」という。）の、被告Ａは執行委員長、同Ｂは
執行副委員長、同Ｃは書記長、その余の被告らは執行委員であつた者である。
２　原告における組合費
（一）　組合員の組合費納入義務
　原告の組合員は、原告の決議機関である大会又は中央委員会の決定に従つて組合
費を納入する義務を負う。
（二）　組合費の納入手続
　組合費は、地方本部が所属組合員から傘下支部を通じて徴収し、定期組合費につ
いては翌月末日までに、臨時組合費については定められた期日までに中央本部に納
入しなければならない。
（三）　組合費の帰属
　組合費は、支部が組合員から徴収するのと同時に原告に帰属する。
３　本件組合費の徴収
　千葉地本は、傘下支部を通じて、所属組合員から、昭和五三年一二月分から昭和
五四年二月分の組合費として各月分七七九万七八六〇円、また、中央委員会の決定
に基づき昭和五三年度末手当から臨時組合費として六三二万五九九〇円、以上合計
二九八六万四八五〇円を徴収した（以下「本件組合費」という。）。
４　横領の共謀と実行
　被告らは、本件組合費を共同して保管していたところ、共謀のうえ、昭和五四年
三月二二日ころ開催した千葉地本執行委員会において、本件組合費を原告に納入せ
ず後記新組合の結成準備資金に流用する方針を決定し、同月三〇日開催した千葉地
方第三三回臨時大会と称する集会において、本件組合費を新組合の結成準備資金に
充てるため同組合に無償譲渡することを千葉地本執行委員会名で共同して提案しそ
の旨決議させ、引き続き、同日、国鉄千葉動力車労働組合（以下「動労千葉」とい
う。）と称する新組合の結成大会を開催して、いずれも動労千葉の執行委員に就任
するとともに、新組合結成準備金（本件組合費）については、動労千葉の資金とし
て運用することを動労千葉執行委員会名で共同して提案し、その旨決議させた。
５　損害
　原告は、以上の被告らの横領行為により、本件組合費相当額の損害を被つた。
６　原告は被告らの右共同不法行為により被つた損害の賠償として、被告らに対
し、各自二九八六万四八五〇円及びこれに対する不法行為の後である昭和五四年四
月一日から支払済みまで民法所定の年五分の割合による遅延損害金の支払を求め



る。
二　請求原因に対する認否及び被告の主張
１　請求原因１の事実中、原告が国鉄の動力車に関係ある者で組織する労働組合で
あり、中央本部、下部組織として全国に地方本部及び支部を有すること、被告らが
いずれも原告の組合員であつた者であり、原告主張のとおりの千葉地本の役員であ
つたことは認める。原告が単一組合であることは否認する。千葉地本は、権利能力
なき社団として原告の構成分子に止まらない独立した存在であり、原告から独立し
た組織活動、財政活動を行つてきた。
２　同２の（一）、（二）の各事実は認める。ただし、原告が労働組合本来の趣
旨、目的からはずれて反労働者的組織化、特別党派化し、それを組合員、各級機関
に強制するために組合民主主義を破棄し、少数派組合員、地方本部を暴力的、一方
的に排除しているときは、少数派組合員の抵抗権として、当該組合員は組合費即時
納入の義務の、当該地方本部は組合費の即時徴収、納入の義務の各履行責任を負わ
ない。
　同（三）の事実は否認する。
３　同３の事実は否認する。
４　同４の事実中、昭和五四年三月三〇日、千葉地本第三三回臨時大会が開催さ
れ、同大会において原告主張のとおり決議されたこと、同日、動労千葉の結成大会
が開催され、同大会において、被告らが動労千葉の役員に就任し、また原告主張の
とおり決議されたことは認める。その余は否認する。
５　同５の事実は否認する。
６　同６は争う。
７　被告らの主張
　原告と千葉地本は、水本問題、貨物安定宣言、三里塚闘争等の諸課題とこれらを
貫く組合民主主義をめぐり、遅くとも原告第三四回定期全国大会（昭和五三年七月
三日から同月七日まで開催）以降対立状態に陥つていたところ、原告は、第一〇一
回定期中央委員会（同年一一月一五日から同月一七日まで開催）において、千葉地
本を敵対組織としたうえ、千葉地本三役、千葉地本青年部三役に対する査問委員会
を設置することを決定して千葉地本を原告組合から組織的に排除することとし、そ
のため原告の全国組織としての統一性が千葉地本との関係で崩壊した。そこで千葉
地本は、同月二七日に執行委員会を開催し、同委員会において、千葉地本を原告か
ら分離、独立すること、これに伴い必要となる労働組合活動上の資金を確保するた
め、原告の組合費と同額の金員を各組合員から新組合結成準備資金として徴収する
ことを決定し、同日開催された第五回支部代表者会議で同決定を確認したうえ、各
支部において各支部組合員にこの旨周知徹底させた。更に、千葉地本は、昭和五四
年三月三〇日、第三三回臨時大会を開催し、そこで原告が指導路線を自己批判し、
これを改めるまでの間、新たな労働組合を結成することを代議員全員一致で決議確
認し、同日、千葉地本所属組合員の総意をもつて動労千葉を結成した。
　このように、第一〇一回定期中央委員会及びこれを受けた右地本執行委員会、支
部代表者会議により、千葉地本は、原告から分離、独立し、団体脱退したが、仮に
団体脱退が前記第三三回臨時大会をもつて成立するとしても、少なくとも右第一〇
一回定期中央委員会とこれを受けた右執行委員会、支部代表者会議以降、千葉地本
は新たに結成される動労千葉の設立準備過程にある独自の労働者の団結体として原
告とは別個の組織へと転化したものである。したがつて、千葉地本の原告に対する
組合費の徴収及び納入義務は昭和五三年一一月分をもつて消滅したのであり、同年
一二月以降について、千葉地本は、原告に対して何らの義務を負うものではなく、
原告主張の組合費を徴収した事実もない。
　もつとも千葉地本は、昭和五三年一二月以降、原告主張の金額に近い金員を千葉
地本所属の組合員から徴収したことはあるが、これは千葉地本が原告を脱退した以
降、千葉地本（動労千葉）が形成したもので、その独自財産を構成するものであ
る。
　仮にそうでないとしても、右金員は、独自の労働者の団結体としての千葉地本が
完全な権能を維持し、組合員の利益を守るために同地本が独立していくための組織
整備、組織準備資金（その名目は「新組合結成準備資金」である。）として徴収し
たものであり、いずれにせよ原告がこれの返還を求める権利を有するものではな
い。
三　抗弁（過失相殺）
　仮に千葉地本が本件組合費を徴収し、これに対して被告らに共謀による横領が成



立するとしても、次のとおり、原告には右横領を発し損害の発生、拡大するについ
て過失があつたのであり、一〇〇パーセントの過失相殺がなされるべきであるか
ら、被告らには有額の損害賠償義務は存在しない。
１　被告らの横領は、前記のとおり、原告が第一〇一回定期中央委員会で千葉地本
を排除し、千葉地本に対する暴力的組織破壊の姿勢をとつていたため、これに誘発
されたものであり、原告が被告らに対し原告に本件組合費を納入しないように仕向
けたものである。
２　また、次のとおり、原告は、被告ら又は千葉地本に損害を与え、また被告らを
含む千葉地本の組合員が動労千葉を結成したことにより利得している。
（一）　原告は、前記のとおり、千葉地本を組織排除する経過の中で、多数回にわ
たり故意に被告らの名誉を毀損するなどして、被告らに対し、多大な精神的苦痛を
生ぜさせる不法行為をなし、その結果、被告らは、合計四三九九万二六二〇円の損
害を被つた。
（二）　千葉地本所属の組合員らは、右第一〇一回定期中央委員会で千葉地本が原
告から排除されてしまい、労働組合のない状態におかれたために組合員らの権利、
利益を守るため、新組合（動労千葉）を結成する必要が生じ、かつ、原告の殺人的
な暴力的組織破壊攻撃と対峙しながら新組合を結成しなければならなかつたため、
動力車会館の防衛・機関紙（日刊動労千葉）の発行、暴力オルグ対策等のための費
用を必要とした。
（三）　千葉地本所属の組合員約一四〇〇名は、動労千葉に結集したが、原告に
は、右組合員らの組合基金として、昭和五五年三月三一日現在で一九四二万八四九
〇円が積み立てられているところ、これは実質的には、被告らが結成した動労千葉
のものであるのに、原告は、これを被告ら動労千葉組合員から返還請求を受けるこ
となく返還を免れ、実質的に取得したものである。
第三　証拠（省略）

　　　　　　　理　　　由

一　原告は、国鉄の動力車に関係ある者で組織する労働組合であり、中央本部、下
部組織として全国に地方本部及び支部を有すること、被告らはいずれも原告の組合
員であつた者であり、千葉地本の、被告Ａは執行委員長、同Ｂは執行副委員長、同
Ｃは書記長、その余の被告らは執行委員であつた者であること、原告の組合員は原
告の決議機関である大会又は中央委員会の決定に従つて組合費を納入する義務を負
うところ、組合費は、地方本部が傘下支部を通じて所属組合員から徴収し、定期組
合費については翌月末日までに、臨時組合費については定められた期日までに中央
本部に納入しなければならないこと、昭和五四年三月三〇日、千葉地本第三三回臨
時大会が開催され、同大会において、本件組合費を動労千葉の結成準備金に充てる
ため、同組合に無償譲渡することが決議されたこと、同日、動労千葉の結成大会が
開催され、同大会において、被告らが動労千葉の役員に就任し、また新組合結成準
備資金については動労千葉の資金として運用することが決議されたことは当事者間
に争いがない。
二　右の当事者間に争いのない事実に、成立に争いのない甲第一、第二号証、第五
号証の一、二、第六ないし第一〇号証、第一一号証の一ないし三、第一二、第一三
号証、第一七号証の一ないし一七、乙第一、第七、第八号証、第九号証の一、二、
第一〇、第一一号証、第一八号証の一ないし三、第二〇、第二四ないし第二六号
証、第二九号証の三七ないし四〇、第三〇号証の一ないし二一、弁論の全趣旨によ
り真正に成立したものと認められる甲第一八号証の一ないし三、証人Ｄ、同Ｅ、同
Ｆ、同Ｇ（ただし、後記措信しない部分を除く。）の各証言、被告Ｈ、同Ｂ（右
同）、同Ｉ（右同）、同Ｊ（右同）、同Ａ（右同）、同Ｃ（右同）の各本人尋問の
結果及び弁論の全趣旨を総合すると、以下の事実を認めることができ、証人Ｇの証
言並びに被告Ｂ、同Ｉ、同Ｊ、同Ａ及び同Ｃの各本人尋問の結果中、右認定に反す
る部分はにわかに措信できず、他に右認定を左右するに足りる証拠はない。
１　原告の組織
　原告は、国鉄の動力車に関係のある者のうち、定められた加入届を中央執行委員
長に届出て、組合員名簿に登録された者を組合員として組織され（原告組合規約
（甲第一号証）六条）、中央（上部）組織として中央本部を設け、その機関として
最高決議機関である大会（同二一条、二六条）、大会に次ぐ決議機関である中央委
員会（同二一条、二八条）並びに大会又は中央委員会の決議の執行及び緊急事項の



処理等をその権能とする中央執行委員会（同二一条、三二条）を設けている。また
原告は、下部組織として各鉄道管理局及びこれに準ずる範囲ごとに全国に二九の地
方本部（同一四条、一六条）並びに機関区、電車区、気動車区、運転所、運転区及
びその他動力車に関係ある業務機関ごとに二八三の支部（同一四条、一七条）を設
けており、地方本部にはその機関としてそれぞれ原告中央本部の前記各機関に対応
する地方本部大会、地方本部委員会、地方本部執行委員会を（同二二条）、支部に
は地方本部が決める機関を（同条）設けている。なお、原告では、地方本部及び支
部の各級機関は、大会、中央委員会で決定された方針を実践しなければならず、こ
れに反する決定は無効としている（同二五条）。
　原告は、地方本部等の下部組織は原告組合規約に反しない限りにおいて自主的に
規約を設けることができる（この場合中央本部に届出なければならない。）として
いる（同六一条）。千葉地本は、これに基づいて千葉地本規約（乙第一号証）を定
め、これにより、国鉄千葉鉄道管理局内の動力車に関係し、かつ中央本部の定める
組合員登録基準に該当する者のうち、定められた加入届を千葉地本執行委員長を通
じて中央執行委員長に届出、組合員名簿に登録された者を組合員として組織され
（千葉地本規約二条、五条）、機関として前記のとおりの地方本部大会、地方本部
委員会、地方本部執行委員会を設け（同一八条）、支部に右に対応する支部大会、
支部委員会、支部執行委員会を設ける（同一九条）などしている。
　ところで、原告が右のような組織を構成したのは、原告は、右のとおり全国的な
規模を有する単一組合であり、その組合員も昭和五三年当時約四万七〇〇〇名を有
していたことから、中央本部が直接各組合員を統轄し内部的統制を保つことは事実
上困難であるため、地方本部等の下部組織を設けて各組合員を通じて統轄し、大会
や中央委員会の決定に基づく中央執行委員会の指令、指示を全組合員に周知、徹底
して意思統一をはかり、組合活動及び内部的統制を円滑にし、かつ実効あらしめる
こととしたことによるものである。したがつて、地方本部等が原告の下部組織とし
ての性格上、上級組織である中央本部機関の統制に服すべきことは当然であり、前
記のとおり、原告は、これを明らかにするため、その規約に、地方本部等の各級機
関は、大会、中央委員会で決定された方針を実践しなければならず、これに反する
決定は無効とする旨を定めている。
　もつとも、地方本部も前記のとおり意思決定機関及び執行機関を有するのである
が、これは上級機関の決定事項及びこれに基づく指令、指示を円滑に実行するため
の具体的方法の決定及び執行を本来の任務、権限とするものであり、他に上級機関
の決定がないとか、当該地方本部のみに関する地域特殊的な問題については自治権
限が認められ、独自の判断で決定、執行することができるとともに、対応する鉄道
管理局との間で労働協約や協定を締結することができるのであるが、このようにし
て地方本部が独自に決定し又は労働協約等を締結した場合には、中央執行委員会に
報告をし、必要な場合にはその承認を得なければならないのであつて、結局、右の
自治は、原告の規約及び上級機関の決定ないし指令、指示等に違背しない限度で認
められるにすぎないのである。
２　被告ら
　被告らは、もといずれも原告の組合員であり、昭和五三年八月二八日から同月三
〇日まで開催の第三一回定期千葉地本大会において再選され千葉地本の前記争いの
ない各役員に就任した者であるが、その後、千葉地本執行委員会は、原告に対する
反組織的行動を繰り返した等として、昭和五四年三月一、二日開催の第一〇二回定
期中央委員会の決定に基づいて、同月二〇日、その執行権を停止され、また、同月
三〇日開催の第一〇三回臨時中央委員会の決定により、被告Ａ及び同Ｃは除名、同
Ｂ、同Ｈ及び同Ｊは組合員権利停止五年、その余の被告らは同三年の各統制処分を
受けた。
３　組合費
（一）　組合員は、原告に対し、組合費を納入する義務を負う（原告組合規約一三
条三号）。組合費は、定期組合費と臨時組合費とに大別され、定期組合費は大会に
おいてその月額が決定されて毎月徴収されるが、臨時組合費は中央委員会が必要と
認めたときにその決定に基づいて臨時に徴収される（同四六条）。組合費の徴収手
続は、原告会計規則に定められ、これによれば、組合費は地方本部が所属組合員か
ら徴収し、定期組合費については翌月末日までに、臨時組合費については定められ
た期日までに中央本部に納入しなければならない（会計規則三六条）。地方本部
は、会計規則に基づき、細部について規則を設けることができる（同六〇条三
項）。千葉地本は、これに基づいて会計取扱細則を設けており（会計取扱細則一



条）、これによれば、組合費は支部が所属組合員から徴収して、千葉地本に対し、
毎月末日までにその月の組合費を納入しなければならない（同四条）。なお、千葉
地本はその傘下に一一の支部を有している。
（二）　千葉地本は、従前、右規約、規則、細則に従い、支部からその徴収にかか
る組合費の納入を受ける方法により所属組合員から組合費を徴収し、これを中央本
部に送金して納入していた。ところが、千葉地本は、組合運動方針等をめぐつて原
告中央本部と次第に対立するようになり、昭和五三年七月三日から同月七日にかけ
て開催された原告第三四回定期全国大会などにおいてその対立を更に深め、千葉地
本は、中央本部が戦闘的、階級的労働運動を放棄したとして、その指令、指示を無
視し、これに違反する行動をとるなどした。このため中央本部は、同年一一月一五
日から同月一七日にかけて開催された第一〇一回定期中央委員会において千葉地本
三役（執行委員長、執行副委員長、書記長）らに対する査問委員会を設置するとい
う事態に至り、両者は益々その対立を深めていつた。こうして千葉地本は、昭和五
三年一一月分の組合費を中央本部に納入したのを最後に、千葉地本執行委員会を構
成する被告ら全員一致の決定に基づき、同年一二月分以降の組合費については中央
本部への納入を凍結することとし、同月分から昭和五四年二月分及び右第一〇一回
定期中央委員会において臨時徴収することが決定された臨時組合費については、い
ずれも支部を通じて各組合員から徴収はしたものの、中央本部へは納入しなかつ
た。このように両者の対立が激化し深刻化する中で、前記のとおり、中央本部は、
昭和五四年三月二〇日、千葉地本執行部全員の執行権を停止するに至り、その対立
は決定的となつた。
　他方、被告らは、右執行権停止を無視し、千葉地本執行委員会の名において、同
月三〇日、千葉地本第三三回臨時大会を開催し、「現執行部のもと、一四〇〇名余
の組合員により構成されている千葉地本が正当な動労千葉地方本部であることを確
認しつつ、当面労働組合としての機能（団交権、協約・協定締結権、指令等）を堅
持し、一四〇〇組合員の利益を守りぬくため、中央本部がいまの指導路線を自己批
判し改めるまでの間、新組合を結成し対処することとします。新組合の名称は、国
鉄千葉動力車労働組合（略称動労千葉）とします。動労千葉地方本部のもつ一切の
財産、権能を国鉄千葉動力車労働組合に移譲することとします。一二月以降凍結し
てある組合費については、中央本部が自己批判すれば納入することとしますが、当
面一部借入れの形をとり、新組合の結成準備資金にあてることとします。」等の案
を全員共同して提案し、同大会においてその旨の決議を得た。次いで、被告らは、
同日、右大会に引き続いて動労千葉の結成大会を開催し、動労千葉の執行委員長以
下の執行委員会役員に選出され、同結成大会において、「新組合結成準備資金につ
いては、組合基金、第二闘争資金、闘争資金、役職員給資金、組織対策資金等とし
て運用します。細部の取扱いは執行委員会に一任することとします。」との決議を
得て、動労千葉執行委員会として本件組合費を動労千葉の組合基金などに充てて使
用した。
（三）　本件組合費の徴収額
（１）　昭和五三年一一月当時の千葉地本の組合費納入組合員数は一四四一名であ
り、千葉地本が同月分として徴収した組合費の合計額は、七七九万七八六〇円であ
つた。
（２）　同年一二月以降昭和五四年二月の間の千葉地本の組合員数は、昭和五三年
一一月当時と大差なく、原告における内部調査の結果によれば一四四一名を若干名
上回つていた。そして右期間においても、千葉地本の組合員は、全員が原告の定め
る金額を毎月組合費（定期組合費）として支部を通じて千葉地本に納入しており、
その各月分の合計額は、いずれも右一一月分を下回ることはなかつた。
　なお、国鉄においては、新規採用者は、六箇月間準職員とされ、その後正規の職
員となるため、四月に新規採用された者は正規の職員となる一一月以降に原告に加
入することとなり、このため、原告の組合員数は、同月以降国鉄を定年等で退職す
る翌年三月までの間が多く、これに比べて四月以降一〇月までの間は若干少ないの
が一般である。
（３）　前記認定にかかる千葉地本が徴収した臨時組合費とは次のようなものであ
つた。すなわち、原告は、前記第一〇一回定期中央委員会において、昭和五三年一
二月一日現在の組合員から同年年末手当支払時に一人当たり闘争資金として平均三
〇〇〇円、すなわち基本給額に応じて二九〇〇円、三〇〇〇円又は三一〇〇円及び
総評臨時分担金他一三九〇円並びに乗務員関係の組合員から同様に乗務員賃金是正
に伴う組合費として同年四月から七月までの四箇月間にわたり月額四〇円を臨時に



徴収することを決定した。そこで、千葉地本は、右決定に従い、所属組合員全員か
ら右決定にかかる金額を臨時組合費として徴収したというものである。
　なお、千葉地本における同年五月一日現在の乗務員数は九〇八名であつた。
三　以上の争いのない事実及び認定した事実に基づいて考える。
１　原告は国鉄の動力車に関係のある者により組織される単一組織の労働組合であ
り、全国的規模を有しかつ昭和五三年当時約四万七〇〇〇名の組合員を擁したこと
から、組合活動及び内部統制を円滑にし実効あらしめるため、中央本部組織の下に
地方本部や支部等の組織を設けたものである。したがつて、下部組織である地方本
部等は、原告の規約や中央（上部）組織である中央本部の決定や指令、指示に反す
ることはできない反面、積極的にこれを実施する義務を負うのである。
　ところで、原告の組合員は、原告に対し、組合費を納入する義務を負うのである
が、原告は、その徴収、納入の便宜をはかり、かつその確実を期するため、規約に
おいて、組合費は地方本部が所属組合員から徴収しこれを中央本部に納入すること
と定めているのであるから、地方本部は、原告に対し、その旨の義務を負うのであ
り、地方本部が所属組合員から組合費の徴収を行うのは、原告内部における下部組
織として原告（中央本部）のためにするものである反面、組合員としても、支部を
通じて地方本部に組合費を納入することは、原告（中央本部）に対して納入するこ
ととなるのである。したがつて、組合費は、所属組合員から支部に徴収されると同
時に原告に帰属するものである。
　そうすると、千葉地本が所属組合員から徴収した本件組合費は、支部に納入され
た時点で原告に帰属したのであり、千葉地本は、これを原告中央本部に納入する義
務を負つていたものである。
２　ところが被告らが執行委員会を構成する千葉地本は、原告と運動方針等を異に
するとして対立し、本件組合費の中央本部への納入を凍結して行わず、原告に対す
る納入義務に違反したばかりか、被告らは、全員その執行権を停止された後であつ
たにもかかわらず、前記の千葉地本第三三回臨時大会を開催し、本件組合費を新組
合（動労千葉）の結成準備金とする旨を執行委員会名で提案してその旨の決議を
得、更に、動労千葉の結成大会において、その役員に就任したうえ、同結成大会の
決議を得て本件組合費を動労千葉の資金として使用した。しかし、右臨時大会は、
執行権を停止された者らにより召集が決定され、かつ、召集されたのであるから、
千葉地本の有効な地方本部大会とは認められず、その決議は無効であるばかりか、
本件組合費を原告とは別に新設される組合の結成準備資金とする旨の決定も、千葉
地本には原告の財産をその承認なくして処分する権限はないのであるから無効であ
る。それにもかかわらず、右のとおり、被告らは、全員の意思により、右のような
臨時大会を開催して原告の本件組合費を違法に他に流用処分することを提案し、そ
の旨の決議をさせて、原告に本件組合費相当額の損害を被らせたのであるが、この
ような被告らの行為は共同不法行為に当たるから、被告らは、原告に対し、本件組
合費相当額を賠償する義務があるというべきである。
３　そこで被告らが原告に対し賠償すべき金額について考える。
　昭和五三年一二月分から昭和五四年二月分における各月の定期組合費の合計額に
については、右各月における千葉地本の組合員が一四四一名を上回りその全員が組
合費を納入したことからすると、いずれも昭和五三年一一月分の七七九万七八六〇
円を下回ることはないものと認められ、そうすると、同年一二月分から昭和五四年
二月分の定期組合費として千葉地本が所属組合員から徴収した金額の合計額は、少
なくとも二三三九万三五八〇円である。
　また、昭和五三年年末手当支払時に徴収された臨時組合費の額については、次の
とおりである。すなわち、闘争資金については、基本給額に応じて三段階に区分さ
れ、千葉地本の組合員についての右各区分それぞれの具体的人数は明らかではない
のであるが、右区分は、原告の組合員一人当たりの徴収額が平均三〇〇〇円となる
ようにしたものであるから、被告らにおいて格別の反証のない以上、千葉地本の組
合員についても一人当たり平均三〇〇〇円徴収されたものと認めて差し支えなく、
これに総評臨時分担金他一三九〇円を加算したものとしては、一人当たり平均四三
九〇円徴収されたこととなる。そして、右徴収は、昭和五三年一二月一日現在の千
葉地本の組合員からなされたものであるが、同日におけるその人数は、右のとお
り、一四四一名以上であるから、その徴収合計額は、少なくとも六三二万五九九〇
円である。
　次いで、乗務員賃金是正に伴う組合費については、昭和五三年五月一日現在の千
葉地本の組合員中の乗務員数は九〇八名であるから、格別の反証のない以上、この



人数をもつて同年四月から七月までの間における右乗務員数と認めて差し支えな
く、そうすると、乗務員賃金是正に伴う組合費は、九〇八名から月額四〇円を四箇
月分徴収したこととなるのであつて、その合計額は一四万五二八〇円である。
　以上のとおりであるから、本件組合費は、総額二九八六万四八五〇円を下回るこ
とはない。そうすると、被告らは、原告に対し、共同不法行為に基づく損害賠償と
して、各自右金員及びこれに対する遅延損害金を賠償しなければならない。
四　被告らは、千葉地本は昭和五三年一一月二七日原告から組織的に分離し独立し
たとか、あるいは原告とは別個の組織へ転化したと主張し、これを前提として、同
年一二月以降千葉地本の組合員から徴収した金員は動労千葉の財産として徴収した
ものであるか、そうでなくとも動労千葉の組合結成準備資金として徴収したもので
あつて、原告組合の組合費として徴収したものではないと主張するが、証人Ｇ、被
告Ｈ、同Ｂ、同Ｉ、同Ｊ、同Ａ、同Ｃ各本人の供述中右主張に沿う部分は、前認定
のように昭和五四年三月三〇日の千葉地本臨時大会に被告ら自身が「一二月以降凍
結してある組合費については、中央本部が自己批判すれば納入することとします
が、当面一部借入れの形をとり、新組合の結成準備資金にあてることとします。」
と提案した事実に照らすと、信用することができず、他に右主張を肯認するに足り
る証拠はない。
五　過失相殺の主張について
　被告らは、被告らが共謀により本件組合費を横領したのであるとしても、原告に
は中央委員会で千葉地本を排除するような決定をして、右横領を誘発し、損害が発
生し又は拡大するについて過失があつたから過失相殺がなされるべきである旨主張
する。
　しかしながら、前記認定した事実によれば、本件共同不法行為は原告と千葉地本
とが運動方針をめぐつて対立し、これが昂じて被告らが中心となつて新組合を結成
する過程において被告らが行つたものであるが、被告らが原告の過失として主張す
る事実は、被告らが原告からの組織上の分裂を決定した理由として主張することは
格別、組合費横領という故意による違法行為を敢行した理由として、横領による損
害額を算定する上で、これを被害者の過失として斟酌すべき事情には当たらないと
いうべきである。
　また、被告らは、原告は被告ら又は千葉地本に損害を与え、また被告らを含む千
葉地本の組合員が動労千葉を結成したことにより利得しているとして種々の事実を
主張するのであるが、右主張の事実はいずれも被告らが本件共同不法行為を行うこ
とにより原告に損害を発生せしめ又は拡大させるについて原告の過失を構成する事
実とは認められないから、右主張の事実はその存否について判断するまでもなく過
失相殺の主張として失当である。
　よつて、被告らの過失相殺の主張は理由がない。
六　結論
　以上のとおりであるから、被告らは、原告に対し、共同不法行為による損害賠償
として、各自二九八六万四八五〇円及びこれに対する不法行為の後である昭和五四
年四月一日から支払済みまで民法所定の年五分の割合による遅延損害金を支払う義
務があるというべきである。
　よつて本訴請求は理由があるから認容し、訴訟費用の負担につき民事訴訟法八九
条、九三条一項ただし書を、仮執行の宣言につき同法一九六条一項をそれぞれ適用
して主文のとおり判決する。
（裁判官　白石悦穂　遠山廣直　納谷肇）


